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１．はじめに

２．パイプラインの破壊モード
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　長距離輸送に適した高圧ガスパイプラインは，エネル
ギー基地を起点とし，都市間を結ぶ幹線パイプラインと
して建設されるが，そのルートは各種道路下や占用地で
あり，いくつかの河川，鉄道，道路横断部分を含むこと
になる．事前の調査結果に基づき管路敷設ルートは潜在
危険度を有する地区を避けて設定されるのが原則である
が，多くの都市が沖積平野に立地し，埋立地での産業活
動，都市生活が活発なわが国ではパイプラインルートが
沖積地盤，とくに軟弱地盤地区を避けることができず，
また場合によっては，液状化危険度を潜在的に有する地
区にルートを設定せざるを得ない場合も想定しなければ
ならない．そして，道路下への敷設は，将来第三者によ
る掘削工事などに伴う管路破損の危険が常に付きまとう
ことになる．
　長距離パイプライン建設当初は，一般外荷重（内圧，
土圧，交通荷重，温度荷重など）に対する許容応力度設
計により一定の安全性を確保するが，運用期間の経過に
より腐食・溶接欠陥からの亀裂の進展，第三者行為を原
因とする管路損傷，地盤特性に依存する不同沈下そして
地震による管路や付帯施設への影響などシステムの構造

安全性が低下する事態が進展する．

　本研究では（１）パイプラインの構造的損傷モードと
して代表的な腐食欠陥およびへこみ(dent)などの潜在欠
陥を有する管体の残存強度を推定し，つぎに（２）定期
点検・補修作業により潜在欠陥レベルがある一定水準に
維持される場合のパイプラインシステムの安全性評価手
法について述べる．

　構造的損傷として，腐食やへこみによる管表面の損傷
がある．これらの構造的損傷をもつ管は健全な管と比較
すると強度劣化を免れない．ここでは，構造的損傷をも
つパイプラインの残存強度推定手法について概説する．
     Fig.1は，管体表面に腐食損傷が発生し，管表面の幅
Wにおいて管厚がdcだけ腐食している状況を示している．
腐食深さは，経過時間 τとともに進行する．いま，腐食
深さの進行度合いdcがAhammed & Melchers1)の提案する
次式で表現できると仮定する．

ここで，係数a,ζは，それぞれ腐食劣化のパラメータで
あり，Ahammedらはa=0.53を採用している．
　管表面の腐食や溶接欠陥などが存在する場合には，欠
陥周辺部の応力集中のため，破壊開始円周方向応力が無
欠陥の場合より低下する．Mok2)らによれば，長い腐食欠
陥を有する管路の破壊開始円周方向応力σcrcは次式で与
えられる．

t
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W

Fig.1 Corrosion crack in the pipe
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２．１腐食損傷モード

acd ςτ=

ここで，σflow：管材の限界強度,A：欠陥部面積，W：管
表面欠陥長さ，t：管厚、M:Folias factor2)
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　第三者によってもたらされる管路被害の典型的事例と
して管体のへこみ(dent)がある．
　Fig.2に示すように，へこみ表面に傷を有する深いへ
こみ(dent with gouge)を考える．すなわち，深さLdの
へこみが発生し，その表面にさらに深さ dの傷が発生す
る場合を仮定する．このような傷を有するへこみの周方
向強度 σcr

d は次式で与えられる．
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ここで、
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２．２へこみ損傷モード

( )







































+








−







 −

⋅−=
2

21

2

1

2

2
2.10

2
8.1

1

ln
exp

5.1exp

t
L

Y
R
L

Y

K
KC

Ad
ES

dd

v

flowσ
π

ただし，σflow：管材の強度(lbf/in
2)，E：ヤング係数

(30,000,000lbf/in2)，A：2/3Charpy試験片の破損部面積
(=0.083in2)，d：破損部深さ(in)，Ld：ゼロ圧力で測っ
たへこみ部の深さ(in)，R：管の半径(in)，Cv：靭性値（2/
3シャルピー靭性値,ftlbf），K1,K2：非線形パラメータで
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３．検査・補修間隔とシステムの破壊確率

４．まとめ

Fig.2 Dent profile
       with gouge

(5)

K1=1.9,K2=0.57そしてY1,Y2 は形状補正パラメータ．
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　パイプラインの運転が始まるとともに，パイプライン
周辺環境の影響を受けて，その延長線に沿ってさまざま
の潜在欠陥が生成する．しかし，定期点検とそれに続く
補修業務が行われるとき，補修後の潜在欠陥は確実に減
少するが，しかし皆無にすることはできない．それは，
点検補修時の欠陥検出精度や補修の確実度に限界が存在
するためであり，その状況を概念的に示したのがFig.3
である．いま，潜在欠陥Dの検出・補修性能特性曲線が
Fig.3のP[I|D]で与えられ，さらに点検前の潜在欠陥の
存在確率がP[D]の時，点検・補修後の潜在欠陥の確率分
布P[I|D]は Bayesの定理に従って次式で求められる．

Fig.3 Probability density of dent
      size revised through the
      inspection works
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　内圧Pが作用するパイプに発生する周方向応力σhは腐
食部分の局所応力集中ではなく無欠陥状態の管体を前提
にして次式で求められる.
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したがって，時刻 τにおけるパイプの性能関数Z(τ)は次
式となる．

(8)

( ) ( ) hcrZ στστ −=

　パイプラインが完成すると，時間経過とともに沿線上
にさまざまの管路被害要因が発生し空間的に分布するよ
うになる．これらの管路被害要因の単位時間，単位長さ
当たりの発生確率，すなわち危険率(hazard function)

(11)

　また，νkは位置xを含む領域の単位距離，単位時間に
おいて被害要因kによる潜在クラックの存在する確率で
あり，建設当初からの時間経過とともに潜在クラックが
増加する傾向を表現する関数 Qk(t)と空間的な潜在ク
ラックの発生率を表現する ν0k の積として次式で与えら
れるものと仮定する.
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ここで，FDk|I(δ)，fDk|I(δ)は被害モードkによる潜在欠陥
長さDkの点検補修後における確率分布関数およびその密
度関数である.

　以上より，区間L,定期点検間隔∆Tにおけるパイプラ
インシステムの破壊確率は次式で求められる．

(14)

(10)

　この時，区間長Lのパイプラインが期間[0,T]にわたっ
て安全である確率R[T,L]は，第i回目の定期点検・補修
直後の時点Tiでの信頼性R0[Ti,L]とそれ以後の危険率Λ
(τ,L)により次式で与えられる．

[ ] ( ){ }LLTR i ,,0 0exp Λ−=
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第i回目定期検査・補修直後

第i回目定期検査・補修後(Τ−Τι)時間経過時点

(9)

ただし，

[ ] [ ]LTRLTTp f ,,; −=∆ 1

　パイプラインの全長にわたる危険率Λ(τ,L)は，上述の
それぞれの被害モード相互の独立性を仮定すると定期検
査・補修後 τ時間経過時点での危険率として次式で書き
表すことができる．
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を λk(τ,x)とする．λk(τ,x)は，被害モードkが生成する
潜在クラックによる経過時間 τ，位置xにおけるシステ
ムの危険率であり，式(6)の欠陥検出確率を用いること
により定期検査・補修後 τ時間経過時点に対して次式で
与えられる．
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　本研究で得られたシステムの破壊確率を用いると，供
用期間中の最適検査間隔や維持管理コストの妥当性を判
断するための事業収益性評価指標の算定が可能となる．
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